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A

県

諸収入

地域の医療機関との連携を深め、市民が受ける医療サービスの向上を図る。
島根県より権限委譲を受けた看護師等の免許の申請等の事務を行うことにより、住民サービスの向上を図
る。骨髄移植ドナーへの支援を行い、骨髄移植の推進を図る。

50,000円

地域医療の現状を広く市民に知らせ、安来地域の医療を守り育てる機運を醸成することを目的として座談
会を開く。

【保健衛生総務事業】 385,000円 0円 0円 0円 385,000円

　地域医療の充実に必要な医師及び看護師の養成及び確保に資することを目的とし、安来市出身の医学生
及び看護学生に奨学金を貸与する。
　また島根大学医学部地域枠推薦者及び安来市の奨学金貸与者を中心に、安来市の地域医療に対する関心
を深める場として、医療従事者を交えた交流会を開催する。

成果指標 目標値

医学生、看護学生奨学制度を活用して市内医療機関等に勤務す
る人の数（累計値）

10人

【地域医療を守る普及啓発事業】 50,000円 0円 0円 0円

将来の医療従事者の確保、育成に向け市内の小中学生を対象として、医師、看護師等による講義等を通じ
医療を身近に感じる機会とする。

【医師・看護師確保対策事業】 3,013,000円 160,000円 0円 360,000円 2,493,000円

松江圏の二次救急医療機関の運営費と設備整備費を、松江圏救急医療対策協議会を通じて助成することに
よって、松江圏の二次救急医療体制を整備し、市民の安心・安全の確保を図る。

【地域医療教育推進事業】 1,200,000円 1,200,000円 0円 0円 0円

【病院群輪番制運営事業負担金】 2,486,000円 0円 0円 0円 2,486,000円

市民の休日及び夜間の診療体制を確保するため、一般社団法人安来市医師会に休日（日曜日及び祝日）の
在宅当番医制事業を委託する。

【在宅当番医制事業】 3,540,000円 0円 0円 0円 3,540,000円

一般財源

人件費コスト  B 1.6人役 12,382,400 円 総事業費　　A+B 23,056,400 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 0 円

そ　の　他 360,000 円

一 般 財 源 8,954,000 円

予算に関する説明書ページ数 P91

大事業 保健・医療・福祉 担当部署 いきいき健康課

事業進捗度(年度末目標） － 保健衛生総務費

当 初 予 算 額 10,674,000 円

目
的

市民の健康づくりを支援するため、地域
医療体制と医療機関の施設整備の充実を
図る。

財
源
内
訳

国・県支出金 1,360,000 円

中事業 市民の健康づくりの推進
予
算
科
目

一般会計

小事業 保健衛生総務費 衛生費

事業開始年度 平成29年度 保健衛生費
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県2/3

諸収入

肺がん検診受診者数（人） 800

子宮頸がん検診受診者数（人） 800

乳がん検診受診者数（人） 1,130

がん検診の受診率を向上させることにより、がんを早期発見し早期治療につなげるとともに、がんによる
死亡を減らす。集団がん検診の日曜日検診、医療機関での個別検診のPRを図る。子宮がん、乳がん検診に
ついては、集団検診の会場を増やし、受診促進を図る。

成果指標 目標値

胃がん検診受診者数（人） 700

大腸がん検診受診者数（人） 2,400

関係機関等と連携し、食と歯の健康づくりをテーマにしたフェスティバルを開催し、家族・地域への普及
啓発を図る。食生活改善推進員を養成することにより、食育推進の担い手を育成する。

【がん対策事業】 32,601,000円 0円 16,000,000円 2,560,000円 14,041,000円

【食育推進事業】 568,000円 0円 0円 0円 568,000円

健康教育、訪問指導、健康相談等により総合的保健活動を実施し、「健康やすぎ２１」の推進を図る。
地域ぐるみの健康づくりを推進するため、交流センター単位にある地区健康推進会議の活動を支援する。
生活保護受給者の特定健診及び特定保健指導について周知し受診を勧奨することにより、メタボリックシ
ンドロームを予防する。肝炎ウイルス検診を実施することにより、肝炎を早期発見し早期治療につなげ
る。糖尿病等の生活習慣病の予防及び悪化防止のため、関係機関及び団体間の連携を充実強化し、啓発を
図る。歯周病唾液検査を実施することにより、歯を失う大きな原因となっている歯周疾患の予防と早期発
見を推進する。

【健康増進事業】 3,574,000円 1,744,000円 0円 291,000円 1,539,000円

一般財源

人件費コスト  B 6.9人役 53,399,100 円 総事業費　　A+B 90,142,100 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 過疎 16,000,000 円

そ　の　他 2,851,000 円

一 般 財 源 16,148,000 円

事業進捗度(年度末目標） － 保健衛生総務費

当 初 予 算 額 36,743,000 円

目
的

健康増進法に基づき、地区健康推進会議
を核として総合的保健活動を推進するこ
とにより、生活習慣病予防及び介護の予
防に努める。財

源
内
訳

国・県支出金 1,744,000 円

中事業 市民の健康づくりの推進
予
算
科
目

一般会計

小事業 健康増進事業費 衛生費

事業開始年度 平成29年度 保健衛生費

予算に関する説明書ページ数 P91

大事業 保健・医療・福祉 担当部署 いきいき健康課
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国
県

基金外

思春期の健康づくりと望まない妊娠の防止、児童虐待防止を視点に、将来のよりよい妊娠・出産・子育て
のため、関係機関との協議の場をもって連携を図り、思春期の生と性を育む健康教育をすすめる。

863,000円

小学校・保育所（園）・認定こども園・幼稚園で歯の健康を守るため歯科教室や小児期からのむし歯予防
のためフッ化物洗口を実施し、関係機関と連携し、家族・地域への普及啓発を図る。
また各種歯科保健事業とあわせ食育の推進を図る。

【思春期保健事業】 170,000円 0円 0円 0円 170,000円

【歯科保健事業】 863,000円 0円 0円 0円

妊娠期及び乳幼児期からのより良い生活習慣を身につけるとともに、虐待予防及び育児不安の解消のため
仲間づくりの場とする。
また乳児訪問・乳幼児健診等の相談活動を通じ発見されたリスク家庭や、第1子を子育てしている母親に
対し、臨床心理士、保健師、保育士で講座を開設し、児童虐待予防の観点からも、閉じこもりがちな養育
者の育児不安・ストレスの解消を図る。

成果指標 目標値

はじめての子育て講座の受講者数（人） 40

乳幼児健診等で発見された精神発達や運動発達に支援を必要とする乳幼児や、発達に不安を持つ家族及び
関係機関からの相談に対して、専門スタッフによる二次健康診査や発達相談等の支援を行う。

【各種健康教室事業】 863,000円 0円 0円 20,000円 843,000円

4か月児、9か月児、1歳6か月児、3歳児に対して健康診査を行い、疾病・異常の早期発見・早期対応を行
うとともに、適切な生活習慣づくり、虐待予防及び育児不安の解消のための助言、情報の提供を行う。

【発達相談事業】 375,000円 0円 0円 0円 375,000円

0円 436,000円

育児不安の大きい出産前後の妊産婦・乳児や養育困難家庭で養育支援の必要性がある保護者に対し、家庭
訪問による子育て相談・育児指導等を行い、虐待予防及び育児不安の解消を図る。
効果的な支援にむけて関係機関との支援体制のあり方を検討し整備を図る。

【乳幼児健診事業】 7,805,000円 0円 0円 5,009,000円 2,796,000円

成果指標 目標値

出生数 272

【家庭訪問事業】 1,240,000円 804,000円 0円

妊娠の届けをした妊婦への母子健康手帳の交付と妊婦への各種健診受診促進を図り、安心して安全な出産
が迎えられるよう支援を行う。
健康診査は、妊婦（14回）及び1か月児用の受診票を交付し、妊娠中及び出生後1か月の疾病・異常の早期
発見に努めると共に経済的負担を軽減する。妊婦歯科検診は、妊娠中に1回受診票を交付する。

【母子手帳交付及び妊婦・乳児一般健康診査・妊婦歯科検診事業】 31,074,000円 0円 0円 30,000,000円 1,074,000円

一般財源

人件費コスト  B 2.5人役 19,347,500 円 総事業費　　A+B 71,962,500 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 0 円

そ　の　他 40,446,000 円

一 般 財 源 10,179,000 円

事業進捗度(年度末目標） － 保健衛生総務費

当 初 予 算 額 52,615,000 円

目
的

母性と子どもの健康の保持及び増進を図
るため、子どもをすこやかに生み・育て
る環境を整備する。

財
源
内
訳

国・県支出金 1,990,000 円

中事業 市民の健康づくりの推進
予
算
科
目

一般会計

小事業 母子保健事業費 衛生費

事業開始年度 平成29年度 保健衛生費

予算に関する説明書ページ数 P91

大事業 保健・医療・福祉 担当部署 子ども未来課
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A

対策会議、庁内連絡会議をもとに自死予防対策の推進を図る。具体的にはこころの健康、うつ病等につい
ての市民向け研修会の開催や相談場所の周知等を行い啓発を図る。

【自死対策事業】 445,000円 0円 0円 0円 445,000円

一般財源

人件費コスト  B 0.1人役 773,900 円 総事業費　　A+B 1,218,900 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 445,000 円

事業進捗度(年度末目標） － 保健衛生総務費

当 初 予 算 額 445,000 円

目
的

地域の自死対策における基盤整備及び地
域・関係機関等と連携し対策の推進を図
る。

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

中事業 市民の健康づくりの推進
予
算
科
目

一般会計

小事業 自死対策事業費 衛生費

事業開始年度 平成29年度 保健衛生費

聴覚障害の早期発見・早期支援のため、新生児期の聴覚スクリーニング検査の費用を一部助成し、経済的
負担の軽減を図り検査の受診促進を図る。

予算に関する説明書ページ数 P91

大事業 保健・医療・福祉 担当部署 いきいき健康課

風しんの発症・蔓延防止と先天性風しん症候群の発生を予防することにより安心して妊娠・出産できる環
境づくりを図る。風しんワクチンの接種費用について4,000円を上限として助成する。

【新生児聴覚検査費用助成事業】 805,000円 0円 0円 0円 805,000円

397,000円

身体の発達が未熟のまま生まれ、入院を必要とする乳児が入院治療を受ける場合に、その費用の一部を給
付することで未熟児の健全な育成を図る。（母子衛生費等負担金：国1/2、県1/4）

【風しん等ワクチン接種費用助成事業】 120,000円 0円 0円 0円 120,000円

少子化対策、子育て支援の一環として、不妊治療を受けている夫婦に対し、保険適用の一般不妊治療及び
検査、人工授精等の自己負担額の一部助成と島根県特定不妊治療費助成事業の上乗せ助成を行い、経済的
負担の軽減を図る。

成果指標 目標値

一般不妊治療費の助成数（人） 60

【未熟児養育医療給付事業】 2,000,000円 1,186,000円 0円 417,000円

【不妊治療費助成事業】 7,300,000円 0円 0円 5,000,000円 2,300,000円
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A

基金

新型インフルエンザ等対策に関する検討会の開催及び感染予防の目的として防護キット等の準備を行う。

結核の予防と早期発見、蔓延防止のため、結核についての啓発と感染症予防法等に基づき住民の結核検診
事業を実施する。

成果指標 目標値

受診者数（人） 750

283,000円

【結核検診事業】 687,000円 0円 0円 0円 687,000円

平成26年10月1日から予防接種法に基づく定期接種として実施。
平成28年度に65歳、70歳、75歳、80歳、85歳、90歳、95歳、100歳になる者及び60歳以上65歳未満の者で
心臓、腎臓若しくは呼吸器の機能又はヒト免疫不全ウイルスによる免疫の機能に障がいを有する者を対象
に、肺炎の発症予防、重症化予防のため実施する。

成果指標 目標値

被接種者数（人） 1,400

【新型インフルエンザ等対策事業】 283,000円 0円 0円 0円

【高齢者肺炎球菌感染症予防接種事業】 7,992,000円 0円 0円 7,000,000円 992,000円

成果指標 目標値

被接種者数（人） 6,500

主として65歳以上の高齢者がインフルエンザに罹患し重症化することを防ぐため、感染症予防法及び予防
接種法等に基づきインフルエンザ予防接種事業を実施する。

【高齢者季節性インフルエンザ予防接種事業】 23,298,000円 0円 0円 23,000,000円 298,000円

一般財源

人件費コスト  B 0.9人役 6,965,100 円 総事業費　　A+B 39,225,100 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 0 円

そ　の　他 30,000,000 円

一 般 財 源 2,260,000 円

事業進捗度(年度末目標） － 予防費

当 初 予 算 額 32,260,000 円

目
的

結核の発生及び蔓延の予防
高齢者のインフルエンザ、肺炎の発症予
防、重症化予防、蔓延予防
新型インフルエンザ対策事業財

源
内
訳

国・県支出金 0 円

中事業 市民の健康づくりの推進
予
算
科
目

一般会計

小事業 感染症予防事業費 衛生費

事業開始年度 平成29年度 保健衛生費

予算に関する説明書ページ数 P93

大事業 保健・医療・福祉 担当部署 いきいき健康課
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手数料

・狂犬病予防推進のため、狂犬病予防集合注射の実施、犬の登録鑑札及び注射済票の交付業務を実施する。

・小動物（愛護動物）の愛護管理について啓発活動を実施する。

15
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目 02

A

子育て支援の充実の一環として、任意予防接種の接種費用を公費負担とし、経済的負担の軽減を図る。任意接種
の中で、特に集団感染の予防に効果的といわれている「おたふくかぜ」の予防接種を対象とする。

【任意予防接種】 6,020,000円 0円 0円 0円 6,020,000円

予防接種法に基づき、乳幼児、学童の感染の恐れのある疾病の発生、蔓延の予防及び死亡者の撲滅を図る。

乳幼児期：ヒブ（インフルエンザ菌ｂ型）、小児用肺炎球菌、Ｂ型肝炎、四種混合、不活化ポリオ、ＢＣＧ、
麻しん、風しん、ＭＲ混合、水痘、日本脳炎
　
就学児：二種混合、日本脳炎、子宮頸がん予防ワクチン

※ただし、子宮頸がん予防ワクチンについては、国の積極的接種勧奨控えに準じた対応を行っている。

一般財源

【定期予防接種（Ａ類疾病）】 75,504,000円 0円 0円 0円 75,504,000円

人件費コスト  B 0.5人役 3,869,500 円 総事業費　　A+B 85,393,500 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 81,524,000 円

事業進捗度(年度末目標） － 予防費

当 初 予 算 額 81,524,000 円

目
的

乳幼児、学童の疾病の流行防止に小児予
防接種事業は効果をもたらし、感染症に
よる患者の発生や死亡者の撲滅を目的と
している。財

源
内
訳

国・県支出金 0 円

中事業 市民の健康づくりの推進
予
算
科
目

一般会計

小事業 小児予防接種事業費 衛生費

事業開始年度 平成29年度 保健衛生費

予算に関する説明書ページ数 P93

大事業 保健・医療・福祉 担当部署 子ども未来課

【小動物の保護及び管理に関する事業】 60,000円 0円 0円 60,000円 0円

【狂犬病予防事業】 830,000円 0円 0円 830,000円 0円

総事業費　　A+B 6,307,300 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

そ　の　他 890,000 円

一 般 財 源 0 円

人件費コスト  B 0.7人役 5,417,300 円

当 初 予 算 額 890,000 円

目
的

狂犬病の発生を予防するとともに、動物
愛護の啓発・飼育マナーの向上を図る。

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

地　方　債 0 円

衛生費

事業開始年度 平成29年度 保健衛生費

事業進捗度(年度末目標） － 予防費

大事業 保健・医療・福祉 担当部署 環境政策課

中事業 市民の健康づくりの推進
予
算
科
目

一般会計

小事業 狂犬病予防費

予算に関する説明書ページ数 P93



55

40 会計 01

10 款 04

項 01

目 03

A

国1/3

島根県浄化槽普及管理センター負担金

水質保全対策事業補助金（インター工業団地）　2社分

浄化槽設置事業費補助金 （単位：基、円）

基数 基数

4 1

2 2

1 0

0 1

0 1

7 5

55

40 会計 01

20 款 04

項 01

目 03

A

特別会計繰出金費（個別排水処理事業）

人件費コスト  B 0.0人役 0 円 総事業費　　A+B 11,030,000 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 11,030,000 円

事業進捗度(年度末目標） － 環境衛生費

当 初 予 算 額 11,030,000 円

目
的

特別会計繰出金費（個別排水処理事業）

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

中事業 上下水道の整備
予
算
科
目

一般会計

小事業 特別会計繰出金費（個別排水処理事業） 衛生費

事業開始年度 平成29年度 保健衛生費

予算に関する説明書ページ数 P93

大事業 都市基盤・生活 担当部署 下水道課

２１～３０人槽 1,860,000 1,953,000 1,953,000

計 4,458,000 4,722,000 7,950,000

８～１０人槽 576,000 615,000 576,000

１１～２０人槽 1,092,000 1,164,000 1,164,000

５人槽 444,000 471,000 2,247,000

６～７人槽 486,000 519,000 2,010,000

5,300,000円

区　分
高度処理型 高度処理型(豪雪地域)

計
補助金額 補助金額

【浄化槽設置補助事業費】 7,950,000円 2,650,000円 0円 0円

【水質保全対策事業費】 800,000円 0円 0円 0円 800,000円

【島根県浄化槽普及センター費】 15,000円 0円 0円 0円 15,000円

一般財源

人件費コスト  B 0.0人役 0 円 総事業費　　A+B 8,765,000 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 6,115,000 円

事業進捗度(年度末目標） － 環境衛生費

当 初 予 算 額 8,765,000 円

目
的

下水道整備が遅れている地域の公共用水
域の水質汚濁解消及び水洗化向上を促
す。

財
源
内
訳

国・県支出金 2,650,000 円

中事業 上下水道の整備
予
算
科
目

一般会計

小事業 浄化槽普及促進事業費 衛生費

事業開始年度 平成元年度 保健衛生費

予算に関する説明書ページ数 P93

大事業 都市基盤・生活 担当部署 下水道課
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40 会計 01

25 款 04

項 01

目 03

A

特別会計繰出金費（浄化槽市町村整備推進事業）

55

40 会計 01

30 款 04

項 01

目 03

A

　【安来市水道事業会計負担金】

・ 上水道 　1,356千円

・ 旧簡易水道 118,644千円

人件費コスト  B 0.0人役 0 円 総事業費　　A+B 120,000,000 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 120,000,000 円

事業進捗度(年度末目標） － 環境衛生費

当 初 予 算 額 120,000,000 円

目
的

平成29年度より簡易水道事業特別会計と
統合した安来市水道事業会計に対して経
費の一部を負担することにより経営の安
定を図る。財

源
内
訳

国・県支出金 0 円

中事業 上下水道の整備
予
算
科
目

一般会計

小事業 企業会計負担金（水道事業） 衛生費

事業開始年度 平成29年度 保健衛生費

予算に関する説明書ページ数 P93

大事業 都市基盤・生活 担当部署 水道管理課

人件費コスト  B 0.0人役 0 円 総事業費　　A+B 77,368,000 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 77,368,000 円

事業進捗度(年度末目標） － 環境衛生費

当 初 予 算 額 77,368,000 円

目
的

特別会計繰出金費（浄化槽市町村整備推
進事業）

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

中事業 上下水道の整備
予
算
科
目

一般会計

小事業 特別会計繰出金費（浄化槽市町村整備推進事業） 衛生費

事業開始年度 平成29年度 保健衛生費

予算に関する説明書ページ数 P93

大事業 都市基盤・生活 担当部署 下水道課
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40 会計 01

32 款 04

項 01

目 03

A

 【飲料水安定確保対策事業補助金】

　　[対象者]

　・自己の居住の用に供するために井戸等を設置する個人又は、共同利用により施設を設置する営利を目

　　的としない共同体の代表者。

　・市による水道施設の整備が困難な地域に居住していること。

　・現に飲料水その他の生活用水に必要な水の確保が困難な状況にあること。

　・給水区域内及び今後水道整備が計画されている地域においても、地理的条件等で整備が著しく困難と

　　市長が認めた世帯。

　　[補助金の額]

　・補助対象経費が150万円以下の場合は3分の2。

　・補助対象経費が150万円を超え250万円以下の場合は50万円を控除した額。

　・補助対象経費が250万円を超える場合は、1戸当たりの交付額は200万円を限度とする。

　（なお、交付額は全て1,000円未満の端数を切捨てた額とする。）

人件費コスト  B 0.0人役 0 円 総事業費　　A+B 4,000,000 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 4,000,000 円

事業進捗度(年度末目標） － 環境衛生費

当 初 予 算 額 4,000,000 円

目
的

水道施設の整備が困難な地域等におい
て、飲料水その他の生活に必要な水の確
保を図る。

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

中事業 上下水道の整備
予
算
科
目

一般会計

小事業 飲料水安定確保対策事業費 衛生費

事業開始年度 平成29年度 保健衛生費

予算に関する説明書ページ数 P93

大事業 都市基盤・生活 担当部署 水道管理課



65

10 会計 01

15 款 04

項 01

目 03

A

・地球温暖化対策の推進を目的に、安来市地球温暖化対策地域協議会と連携し、市内児童を対象とした

　環境イラストコンテストの開催をはじめ、市民、事業者に向けた普及啓発を図る。

・水環境の保全活動を推進する市内の団体を支援し、環境に配慮した地域づくりを推進するとともに

　河川水質検査等を実施し、水環境の保全を図る。

（水環境保全事業補助金）

・補助対象経費に2/3を乗じて得た額とし、20万円を限度とする。

・公害防止に関する啓発、監視測定等を実施する。

・自治会等に煙霧消毒機の貸し出しを行い、生活環境の保全を図る。

・老朽管更新事業出資金等

　①平成7年度老朽管更新事業の上積事業費1/4に係る平成29年度一般会計出資金 　　　　1,474,574円

　②平成8年度未普及地域配水管整備事業起債額に係る平成29年度一般会計出資金　　　　3,024,370円

【その他】 4,579,000円 0円 0円 0円 4,579,000円

【環境衛生事業】 864,000円 0円 0円 0円 864,000円

【公害防止対策事業】 1,424,000円 0円 0円 0円 1,424,000円

成果指標 目標値

ＣＯＤ(中海） 5.1mg/Ｌ

【水環境保全事業】 3,777,000円 0円 0円 0円 3,777,000円

【地球温暖化対策事業】 1,396,000円 0円 0円 0円 1,396,000円

一般財源

人件費コスト  B 3.0人役 23,217,000 円 総事業費　　A+B 35,257,000 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 12,040,000 円

事業進捗度(年度末目標） － 環境衛生費

当 初 予 算 額 12,040,000 円

目
的

地球温暖化対策、自然環境の保全、公害
対策の実施により周辺環境の保全を図
る。

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

中事業 自然環境の保全
予
算
科
目

一般会計

小事業 環境保全費 衛生費

事業開始年度 平成29年度 保健衛生費

予算に関する説明書ページ数 P93

大事業 自然・環境保全 担当部署 環境政策課
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20 会計 01

10 款 04

項 01

目 03

A

県

　・ペレットストーブ等、太陽光発電システム、太陽熱利用設備（ソーラーシステム）の設置費を補助し、再生

　　可能エネルギーの普及促進による温室効果ガス削減を図る。

　・再生可能エネルギーの普及をはじめ、広く環境保全の推進を目的に「やすぎ環境フェア」を開催する。

　

（ペレットストーブ等設置費補助金）

　・補助対象経費に1/3を乗じて得た額とし、15万円を限度とする。（県費=市費×1/3）

（太陽光発電システム設置費補助金）

　・太陽電池の最大出力に1kwあたり1万円を乗じて得た額とし、4万円を限度とする。（県費のみ）

（太陽熱利用設備設置費補助金）

　・補助対象経費に1/2を乗じて得た額とし、30万円を限度とする。（県費のみ）

成果指標 目標値

市内温室効果ガス排出量削減（1990年基準比） △12％

【再生可能エネルギー普及事業】 6,300,000円 2,675,000円 0円 0円 3,625,000円

総事業費　　A+B 12,491,200 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 3,625,000 円

人件費コスト  B 0.8人役 6,191,200 円

当 初 予 算 額 6,300,000 円

目
的

再生可能エネルギーの普及促進を図り、
温室効果ガス削減による地球温暖化防止
を図る。

財
源
内
訳

国・県支出金 2,675,000 円

地　方　債 0 円

衛生費

事業開始年度 平成29年度 保健衛生費

事業進捗度(年度末目標） － 環境衛生費

大事業 自然・環境保全 担当部署 環境政策課

中事業 再生可能エネルギーの利用
予
算
科
目

一般会計

小事業 再生可能エネルギー推進費

予算に関する説明書ページ数 P93
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20 会計 01

10 款 04

項 01

目 04

A

基金外

　　安来市斎場である独松山霊苑の火葬施設、式場及びその他の付属施設の管理・運営事業

　　火葬業務のみ委託を行う。

　　○事業費内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位（円）

　　　需用費

役務費

委託料

使用料及び賃借料

工事請負費

備品購入費

　　○工事請負費

・火葬炉施設修繕（火葬炉耐火物積替え）            9,050,400円

    ○火葬業務委託料

・委託期間　　平成28年4月1日～平成31年3月31日

・委託金額　　年額  10,147,680円

・事　　項　　安来市斎場「独松山霊苑」火葬業務委託

50,000

9,400,000

96,000

【主なもの】

10,191,000

325,000

12,295,000

・遺体の火葬

・手術肢体、胎盤等の焼却

・式場、霊安室、和室の利用

総事業費　　A+B 37,000,400 円

そ　の　他 14,747,000 円

一 般 財 源 17,610,000 円

人件費コスト  B 0.6人役 4,643,400 円

当 初 予 算 額 32,357,000 円

目
的

公衆衛生・公共の福祉の見地から火葬業
務の管理、運営を行う。

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

地　方　債 0 円

衛生費

事業開始年度 平成29年度 保健衛生費

事業進捗度(年度末目標） － 火葬場費

大事業 都市基盤・生活 担当部署 市民課

中事業 住環境の整備
予
算
科
目

一般会計

小事業 火葬場費

予算に関する説明書ページ数 P95



15

10 会計 01

45 款 04

項 01

目 05

A

手数料

中山間地の医療を提供するため、赤屋、井尻、安田の公設診療所を民営で開設、運営している。

中山間地の医療を守るために、３施設を適切に管理、維持していくことが重要である。

15

10 会計 01

50 款 04

項 01

目 05

A

【安来市立病院事業会計負担金】 570,000,000円 0円 0円 0円 570,000,000円

一般財源

総務省による新公立病院改革ガイドラインに基づき、平成２８年度に策定する「安来市立病院新改革プラ
ン」で定めた繰出基準によって算定した負担金に、徹底した経営改善策の実施を条件に特別な一般会計負
担金を合わせ支出する。

人件費コスト  B 0.2人役 1,547,800 円 総事業費　　A+B 571,547,800 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 570,000,000 円

事業進捗度(年度末目標） － 病院・診療所費

当 初 予 算 額 570,000,000 円

目
的

市民の健康づくりを支援するため、地域
医療体制と医療機関の施設整備の充実を
図る。市立病院の経営健全化を図る。

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

中事業 市民の健康づくりの推進
予
算
科
目

一般会計

小事業 企業会計負担金（病院事業） 衛生費

事業開始年度 平成29年度 保健衛生費

予算に関する説明書ページ数 P95

大事業 保健・医療・福祉 担当部署 いきいき健康課

【診療所管理事業】 20,000円 0円 0円 1,000円 19,000円

一般財源

人件費コスト  B 0.1人役 773,900 円 総事業費　　A+B 793,900 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 0 円

そ　の　他 1,000 円

一 般 財 源 19,000 円

事業進捗度(年度末目標） － 病院・診療所費

当 初 予 算 額 20,000 円

目
的

地域の住民が必要とする医療サービスを
提供するため、診療所の施設･設備を適切
に管理する。

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

中事業 市民の健康づくりの推進
予
算
科
目

一般会計

小事業 診療所費 衛生費

事業開始年度 平成29年度 保健衛生費

予算に関する説明書ページ数 P95

大事業 保健・医療・福祉 担当部署 いきいき健康課
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30 会計 01

10 款 04

項 02

目 02

A

手数料

　・市内で排出された一般廃棄物の円滑な収集及び運搬を行う。

　・不法投棄パトロールを実施し、不法投棄の未然防止を図る。

　・円滑なごみ収集を実施するために集積場化を推進し、自治会が設置する集積場の整備費を補助する。

　　補助金の額　　　補助対象経費の1/2

　　　　　　　　　　　補助限度額　　　５世帯以上９世帯以下　　　　50,000円　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０世帯以上１４世帯以下　　 100,000円　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５世帯以上　　　　　　　　 150,000円　　　　　　　　　
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30 会計 01

15 款 04

項 02

目 02

A

手数料

　清瀬クリーンセンター積替え施設の運営管理、可燃ごみの焼却処理委託業務を行う。

　・施設管理運営費 　　　　　　　　　　 （事業費：  5,228,000円）

　・可燃ごみ焼却処理等委託料 （事業費：288,187,000円）

【可燃ごみ処理施設運営事業】 293,415,000円 0円 0円 37,800,000円 255,615,000円

一般財源

人件費コスト  B 0.7人役 5,417,300 円 総事業費　　A+B 298,832,300 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 0 円

そ　の　他 37,800,000 円

一 般 財 源 255,615,000 円

事業進捗度(年度末目標） － 塵芥処理費

当 初 予 算 額 293,415,000 円

目
的

可燃ごみ積替え施設を管理運営し、可燃
ごみの適正処理を図る。

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

中事業 循環型社会の形成
予
算
科
目

一般会計

小事業 可燃ごみ処理施設運営費 衛生費

事業開始年度 平成29年度 清掃費

予算に関する説明書ページ数 P97

大事業 自然・環境保全 担当部署 環境政策課

【廃棄物集積場設置整備費補助事業】 1,200,000円 0円 0円 0円 1,200,000円

【一般廃棄物収集運搬事業】 144,675,000円 0円 0円 50,135,000円 94,540,000円

一般財源

人件費コスト  B 1.1人役 8,512,900 円 総事業費　　A+B 154,387,900 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 0 円

そ　の　他 50,135,000 円

一 般 財 源 95,740,000 円

事業進捗度(年度末目標） － 塵芥処理費

当 初 予 算 額 145,875,000 円

目
的

一般廃棄物の円滑な収集運搬、地域の清
掃活動の支援を図る。

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

中事業 循環型社会の形成
予
算
科
目

一般会計

小事業 ごみ収集事業費 衛生費

事業開始年度 平成29年度 清掃費

予算に関する説明書ページ数 P97

大事業 自然・環境保全 担当部署 環境政策課



65

30 会計 01

20 款 04

項 02

目 02

A

手数料

　市内３ヶ所の不燃ごみ処理施設の中間処理業務の管理、運営を行う。

　　高尾クリーンセンター 不燃物の受入、ビンの選別、粗大ごみ及び金属類の選別・破砕処理

　　広瀬一般廃棄物最終処分場 不燃物の受入、缶類の選別処理

　　伯太一般廃棄物最終処分場 不燃物の受入

　　・施設管理運営費　　　　　　　　　　　（事業費： 9,570,000円）

　　・不燃ごみ処理施設業務委託料　　　　　（事業費：35,874,000円）
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30 会計 01

25 款 04

項 02

目 02

A

使用料

　・広瀬一般廃棄物最終処分場、伯太一般廃棄物最終処分場、クリーンセンター穂日島の埋立処分場の管理運

　　営、浸出水の適正管理を行う。

【最終処分場運営事業】 10,143,000円 0円 0円 8,000円 10,135,000円

一般財源

人件費コスト  B 0.6人役 4,643,400 円 総事業費　　A+B 14,786,400 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 0 円

そ　の　他 8,000 円

一 般 財 源 10,135,000 円

事業進捗度(年度末目標） － 塵芥処理費

当 初 予 算 額 10,143,000 円

目
的

最終処分場を管理運営し、浸出水の適正
処理を図る。

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

中事業 循環型社会の形成
予
算
科
目

一般会計

小事業 最終処分場運営費 衛生費

事業開始年度 平成29年度 清掃費

予算に関する説明書ページ数 P97

大事業 自然・環境保全 担当部署 環境政策課

【不燃ごみ処理施設運営事業】 45,444,000円 0円 0円 2,520,000円 42,924,000円

一般財源

人件費コスト  B 0.6人役 4,643,400 円 総事業費　　A+B 50,087,400 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 0 円

そ　の　他 2,520,000 円

一 般 財 源 42,924,000 円

事業進捗度(年度末目標） － 塵芥処理費

当 初 予 算 額 45,444,000 円

目
的

不燃ごみ処理施設を管理運営し、埋立ご
みの減量化を図る。

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

中事業 循環型社会の形成
予
算
科
目

一般会計

小事業 不燃ごみ処理施設運営費 衛生費

事業開始年度 平成29年度 清掃費

予算に関する説明書ページ数 P97

大事業 自然・環境保全 担当部署 環境政策課



65

30 会計 01

30 款 04

項 02

目 02

A

手数料外

　・リサイクルの推進を図るため、廃棄物の再資源化処理を行う。

　・ごみ収集指定袋を作製し、販売店を通じて販売を行う。

　・家庭から排出される生ごみを各家庭において処理することにより、ごみの減量化及びその有効活用を促進

　　することを目的として、生ごみ堆肥化装置の購入費の一部を補助する。

　　補助金の額

　　　電源を必要としないもの　　　装置の購入金額の1/2（補助限度額１個につき5,000円）

　　　電源を必要とするもの　　　　装置の購入金額の1/3（補助限度額25,000円）
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30 会計 01

35 款 04

項 02

目 02

A

基金

　　広瀬一般廃棄物最終処分場の埋立て完了準備のため、伯太一般廃棄物最終処分場への業務移管に伴う施設

　整備等を実施する。

　・伯太一般廃棄物最終処分場ストックヤード整備工事費　　　（事業費： 15,000,000円）

　・各廃棄物処理施設整備工事費　　　　　　　　　　　　　　（事業費： 37,000,000円）

【廃棄物処理施設整備事業】 52,630,000円 0円 0円 52,000,000円 630,000円

一般財源

人件費コスト  B 1.3人役 10,060,700 円 総事業費　　A+B 62,690,700 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 0 円

そ　の　他 52,000,000 円

一 般 財 源 630,000 円

事業進捗度(年度末目標） － 塵芥処理費

当 初 予 算 額 52,630,000 円

目
的

各廃棄物処理施設の施設整備を実施する
ことで、経済的かつ効率的な施設運営及
び廃棄物の適正処理を図る。

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

中事業 循環型社会の形成
予
算
科
目

一般会計

小事業 廃棄物処理施設整備事業費 衛生費

事業開始年度 平成29年度 清掃費

リサイクル率の向上　県内平均値　25.2％（H25）　 28.0%

予算に関する説明書ページ数 P97

大事業 自然・環境保全 担当部署 環境政策課

成果指標 目標値

ごみ排出量の削減　県内平均値　948g/人日（H25） 730g/人日

【生ごみ堆肥化装置設置費補助事業】 425,000円 0円 0円 0円 425,000円

【資源ごみ再生処理事業】 44,880,000円 0円 0円 24,840,000円 20,040,000円

一般財源

人件費コスト  B 2.1人役 16,251,900 円 総事業費　　A+B 61,556,900 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 0 円

そ　の　他 24,840,000 円

一 般 財 源 20,465,000 円

事業進捗度(年度末目標） － 塵芥処理費

当 初 予 算 額 45,305,000 円

目
的

ごみの減量化、資源化を図る。

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

中事業 循環型社会の形成
予
算
科
目

一般会計

小事業 ごみ減量化・資源化推進費 衛生費

事業開始年度 平成29年度 清掃費

予算に関する説明書ページ数 P97

大事業 自然・環境保全 担当部署 環境政策課



55

40 会計 01

35 款 04

項 02

目 03

A

使用料外

　コミュニティ・プラント施設の維持管理を行う。

処理施設　1箇所（福頼団地）
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40 会計 01

40 款 04

項 02

目 03

A

手数料

　　対仙浄園汚泥再生処理センターの施設運営を仕様発注の考え方に基づく業務委託方式から性能発注の考え方

　に基づく包括的運営管理委託方式に移行することで、長期的な経費の節減を図るとともに、維持管理の効率化

　を図る。

　・包括的運営管理委託料（90,720,000円）

【し尿処理施設運営事業】 103,352,000円 0円 0円 1,000円 103,351,000円

一般財源【事業名称】

人件費コスト  B 0.3人役 2,321,700 円 総事業費　　A+B 105,673,700 円

中事業 上下水道の整備
予
算
科
目

一般会計

小事業 し尿処理施設運営費 衛生費

事業開始年度 平成29年度 清掃費

事業費 国・県支出金 地方債 その他

103,352,000 円

目
的

し尿処理施設の適正管理を図る。

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

予算に関する説明書ページ数 P99

大事業 都市基盤・生活 担当部署 環境政策課

地　方　債 0 円

そ　の　他 1,000 円

一 般 財 源 103,351,000 円

事業進捗度(年度末目標） － し尿処理費

当 初 予 算 額

人件費コスト  B 0.0人役 0 円 総事業費　　A+B 2,500,000 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 701,000 円

一 般 財 源 1,799,000 円

事業進捗度(年度末目標） － し尿処理費

当 初 予 算 額 2,500,000 円

目
的

汚水処理施設（コミプラ）の定期的な維
持管理により下水道事業の経営安定に資
する。

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

中事業 上下水道の整備
予
算
科
目

一般会計

小事業 コミュニティ・プラント運営費 衛生費

事業開始年度 平成25年度 清掃費

予算に関する説明書ページ数 P99

大事業 都市基盤・生活 担当部署 下水道課


